
掲示番号　関東・甲信越11

見積書提出留意事項（総価）

　見積書を提出する際には、下記の項目について遵守して頂きますようお願いいたします。

○様式
　様式の指定はありませんが、御社で通常使用されている見積書にて提出して下さい。
　なお、法人名又は商号、所在地、代表者氏名、押印及び見積額は必須記載事項となっております。
　また、掲示番号を必ず右肩に記載してください。（見積公告別紙掲示番号参照）

○見積額
　　計算した結果、１円未満の端数は切り捨ててください。（消費税額も含む。）
　　見積額は消費税込(税率10%)の金額をご記入ください。（うち消費税の金額は必ず明記してください。）

○現地確認
　現地確認を必須としておりますので、仕様書記載の現地確認申込期限までに所管部署へ事前連絡の上、
　現地確認を行ってください。

○同等品の申請
　仕様書記載の参考品番以外の商品により見積りを希望する場合は、納品予定物品のカタログ等を仕様書
　に記載の期日までに所管部署あて提示し、適合品である旨の了承を得る必要があります。

○見積書の宛先

　「日本年金機構　理事長代理人 会計・資産管理部
長」宛にしてください。(見積公告別紙宛先参照)

○見積書の提出方法
　ファクシミリによる提出とします。
　なお、郵送、信書便、電報、電話その他による提出は認めません。

　・見積書をご提出いただく際に、見積書等に必須記載事項と必要記入事項が記入されていることを
　　確認の上、ファクシミリ番号０３－６８９２－０７７１あてに、送信願います。
　　（落札した場合は、後日原本を提出してください。）

　※番号誤りが多くなっております。特に「０（ゼロ）」発信のファクシミリ機でお送りいただく

　　場合は、０（ゼロ）を押してからファクシミリ番号を押していただくようお願いします。　

　　（「０（ゼロ）」を押し忘れますと、別の番号に送信される恐れがあります。）

　　　【必要記入事項】

　 　　 　　 　① 公告日（９月１０日）、案件名

　　　　　　　　　※なお、案件名については、別紙「案件名称」を記載してください。

　 　　 　　 　② 法人名又は商号、所在地、電話番号、ファクシミリ番号及び担当者名

　　　　　　　　　 ※通常使用されている見積書に記載のない部分は、送信票等に適宜お書き添えください。

○見積書提出前に見積書の見積額の記載内容について、再度ご確認をお願いします。

　・天災地変等やむをえない理由による場合を除き、決定後の辞退は認められません。
　　決定後に辞退した場合、同じ決定日の調達案件について、すべて辞退申出したこととみなします。
　　また、原則として後日、当機構から競争参加資格停止等の処分が行われます。
　・辞退が原因で当機構に損害が発生した場合は、損害賠償を請求することがあります。

○見積書提出期限　令和７年９月２４日（水）午前１１時まで（必着）

　※見積書の提出期限時点で未着の場合、その責任は見積者に属するものとし、期限内の提出がなかっ
　　たものとみなします。

○決　定　日　　　令和７年９月２５日（木）午後

　結果は、選定した事業者に対してのみ、原則ファクシミリにて連絡します。

　また、日本年金機構ホームページ及び本部掲示板にて結果を掲示しますのでご確認ください。

　　　　　　　　　見積書提出に関する連絡先　：日本年金機構本部調達管理部契約グループ　榎本・田村

電　話：03-6892-0722

　　　　　　　　　仕様書の内容に関する連絡先：仕様書に記載の所管部署



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンデンサPCB 含有調査及び更新工事 

（足立年金事務所）【南関東】 

仕様書 
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１．工事概要 

足立年金事務所のコンデンサ PCB 含有調査及び更新工事を行う。 

  

２．履行期間 

契約締結日～令和 8 年2 月 27 日（金） 

 

３．履行場所 

日本年金機構 足立年金事務所 

  足立区綾瀬 2丁目17-9 

 

４．所管部署（連絡先） 

  日本年金機構本部会計・資産管理部 施設グループ 

  〒１６８－８５０５ 

  東京都杉並区高井戸西３－５－２４ 

  電 話：０３－６８９２－７７２９（内線６３２９） 

  ＦＡＸ：０３－６８９２－７９９３ 

  担当：菅、比島
ひ し ま

 

 

５．主な工事内容 

足立年金事務所のコンデンサについて、PCB 含有調査及び更新工事を行う。 

詳細は６．工事仕様のとおり。 

 

６．工事仕様 

 (１)工事内容 

内容 数量 単位 

高圧コンデンサ 31.9Kvar  

参考品 メーカー：指月電機製作所 型番：LV666CC030R26 

1 台 

電線類 1 式 

交換作業（電気主任技術者立会費含む） 1 式 

PCB 含有調査（SC1 台） 1 式 

清掃・発生材処分（既設コンデンサ含む） 1 式 

雑材消耗品 1 式 

その他工事に付随する作業 1 式 

 

・PCB 未混入を想定している。万が一 PCB の混入が確認できた場合、監督職員と協議すること。 

・PCB 含有調査からコンデンサ処分までの期間はキュービクル内保管とする。なお、保管する際

は、中身が漏れないよう体制を整えること。 

・停電を伴う作業を行う場合は、1か月前までに事務所担当者と日程の調整を行うこと。 

・施工にあたり、既存建物、建築設備、その他の備品が支障となる場合は移設再取付を行うものと

し、本工事に含むこと。再利用が不可能である場合は同等品を新設すること。 

・上記のほか、工事に伴って発生する仮設工事、電力会社への申請手続き、発生材処分、その他経

費（法定福利費、下請経費、清掃費、運搬費、養生費、工事にかかる什器類をずらす作業費等）

はすべて含むものとする。 

・見積書提出前には、必ず現地確認を行うこと。現地確認は令和 7年 9月 18 日までに行うこと。

また「４．所管部署」が指定した日時に実施すること。 

現地確認の申請は、現地確認実施希望日の原則前営業日の正午までに「４．所管部署」へ電話に

て連絡を行うこと。（現地確認申請の最終締め切りは、令和 7 年 9月 17 日正午とする。） 



 

 

・同等品の使用可とする。参考品番以外の商品により見積もりを希望する場合、納品予定物品のカ

タログを令和 7 年 9 月 18 日までに「４．所管部署」に提示し、適合品である旨の了承を得る

こと。回答は令和 7 年9 月 19 日 18 時頃までに書面にて行う。 

・工事内容に関して疑義が生じた場合は、令和 7年 9 月 18 日正午までに「4．所管部署」の担当

者に事前連絡の上、任意の書面にて質問書を提出すること。また回答は令和 7 年 9 月 19日 18

時頃までに、日本年金機構ホームページに、疑義及びその回答を掲示する。 

(２)設置場所概要 

  足立年金事務所 

(３)設置場所詳細 

  参考図面を参照。   

 

７．成果物の提出 

  受注者は、工事完了日から５営業日以内までに以下の成果物を「4．所管部署」へ提出するも

のとする。なお、工事完了日とは、仕様書の事項が全て完了し、かつ工事関係図書の整備が全て

完了した日を指す。 

(1)工事完成保証書（必要に応じて） 

(2)工事写真（不可視部分や測定値が鮮明にわかるものとすること） 

(3)完成写真（フルカラー、監督職員の認める解像度以上とし、製本不要とする） 

(4)工事完了報告書（別紙 1） 

※(1)は 1 部、(2)～(4)は各 2 部提出すること。 

 

８．施工条件 

施工条件は以下とし、詳細は監督職員等（監督職員のほか、監督職員の指定する年金事務所職

員等をいう。以下同じ。）と事前に協議のうえ決定すること。 

(１)作業日及び時間 

原則として営業時間外の 8：30～17：１５とする。なお、特別の事情があるときは監督職員

等の了承を得てこれ以外の時間とすることができる。 

（営業時間） 

月曜（又は週明け第一営業日） ８:３０～１９:００ 

火曜 ～ 金曜 ８:３０～１７:１５ 

毎月第２土曜 ９:３０～１６:００ 

※祝祭日、年末年始（12 月 29 日から 1 月 3日まで）を除く 

 

９．設計図書と適用基準 

 設計図書 

(1)現場説明に対する質疑回答書 

(2)本仕様書 

(3)公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（電気設備工事編）（機械設備工事編） 

公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）（電気設備工事編）（機械設備工事編） 

 

(3)は、公共建築工事標準仕様書といい、契約締結時点での最新版を適用することとする。 

 

 適用基準 

 「○」印を付した項目を適用する。○印のない場合は「※」印を採用する。 

※公共建築工事標準図及び公共建築設備工事標準図 

※工事写真の撮り方（最新版） 

  

１０．一括下請負の禁止 

     工事の施工にあたり、当該工事の全部または主たる部分を第三者へ一括して請け負わせる

（以下「一括下請負」という。）ことは認めないものとする。なお、本工事において主たる部分と



 

 

は、施工管理、費用の請求、現場の指揮命令、安全管理、工事関係書類の作成・提出、その他建

設業法及び安全衛生法その他の関連法令において元請事業者が行うべき責務を言う。 

 

１１．適用事項 

(1) 本工事の実施に当たり、受注者は常に使用器具等の整理整頓を行うとともに、災害事故の予防

対策について、万全を期さなければならない。 

(2) 建設労働者の福祉向上及び企業経営の安定のため、法定外労災制度の加入について配慮するこ

と。 

(3) 建設労働者の確保及び適正な労賃の維持等による労働条件の改善を図るとともに、労働災害の

防止に特段の注意を払うこと。 

(4) 暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

① 日本年金機構が発注する建設工事（以下「発注工事」という。）において、暴力団員等による不

当要求又は工事妨害（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、断固としてこれを拒否すると

ともに、不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行う

こと。 

② ①により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内容

を記載した書面により発注者に報告すること。 

③ 発注工事において、暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被

害が生じた場合は、発注者と協議を行うこと。 

(5) 受注者は、本工事の施工に当たって、設備またはその他の備品、職員並びに来訪者、およびそ

の財産に損傷を与えぬよう注意をし、万一損傷を与えた場合には、直ちに「4．所管部署」に報

告するとともに受託事業者の負担において速やかに修復し、または弁済等の措置を行うこと。 

(6) 受注者は、着工に先立ち業務計画書を監督職員等に提出し承諾を得ること。 

(7) 受注者は、本工事の施工に当たって、作業日時、作業内容、作業者氏名、立ち入り場所、使用

車両の車種、下請負者の社名および連絡先等を記載した作業届（様式は任意）を作業日の前日ま

でに提出し承認を受けること。 

(8) 受注者は、本工事の施工に当たり、業務上知り得た情報について、工事期間のみならず、その

後においても第三者に漏洩しないこと。 

(9) 本工事に必要な工事用電力・水及び諸手続きなどの費用は、全て受託事業者の負担とする。 

(10) 工事の着手、施工、完成にあたり、関係官公庁その他の関係機関への必要な届出手続き等を

遅滞なく行う。なお、この必要な届出手続き等の費用は、受注者の負担とする。 

(11) 自家用は、第一種電気工事士または認定電気工事従事者により施工すること。 

(12) 電気主任技術者が必要な施設においては、その施設が経済産業省に届出た保安規定に基づき、

電気主任技術者の立ち合い及び確認を行うこと。保安規定については施設運営者から貸与する。

なお、その施設が電気主任技術者を委託している場合、立会・確認等にかかる費用については、

本工事に含まれるものとする。 

(13) 本工事により生じた廃材等は、外部に搬出し、受託事業者の責任において適法に処分するこ

と。 

(14) 本工事を施工するに当たり、疑義が生じたときは、監督職員と協議のうえ決定すること。 

(15) 本工事の施工のため敷地に立ち入るすべての作業員（下請負業者の作業員を含む）は立ち入

りを許可された場所以外への無断立ち入りをしてはならない。また、許可された場所へ立ち入る

場合においても、監督職員が認めた腕章等を着用させるほか、必ず身分証明書を携帯し、日本年

金機構関係者から要求があった場合は提示しなければならない。 

(16) 廊下、ホールなど人通りの多い場所での作業は、事前に監督職員等と協議し、縄張り、通行

止め等の措置を行い、危険防止を図ること。 

(17) 通行者、来訪者、一般車両のほか、高齢者、障害者等への危険防止や安全性の確保について

は、監督職員等と事前に協議し十分な対策を講ずること。 

(18) 騒音、振動、塵埃等が予想される工事等、施設運営に支障のある作業は、事前に監督職員等

と協議すること。 

(19) 本工事は、各種法令を遵守して実施すること。また、下請負者についても同様とする。 



 

 

 

１２．著作権等の扱い 

(1) 竣工図等の成果物に対する著作権、著作隣接権、商標権、商品化権、意匠権及び所有権 (以下

「著作権等」という。) は、日本年金機構が保有するものとする。 

(2) 成果物に含まれる受注者又は第三者が権利を有する著作物等（以下、「既存著作物」という。）

の著作権等は、個々の著作者等に帰属するものとする。 

(3) 納入される成果物に既存著作物等が含まれる場合は、受注者が当該既存著作物の使用に必要な

費用の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続を行うものとする。 

 

１３．検査 

  受注者は、本工事終了後、工事請負契約書に定める期間内に契約図書に基づく完成検査に合格

しなければならない。その際の検査に必要な費用は受注者の負担による。 

 本業務が完了し検査に合格した場合は、紙面により請求書を送付すること。なお、見積の際は 

「紙面による請求書の送付費用」も含めること。 

 

１４．その他 

  受注者は、本工事実施に係る活動において、グリーン購入法の趣旨に則り、グリーン購入を推

進するよう努めるとともに、物品の納入等に際しては、グリーン購入法基本方針で定められた自

動車を利用するよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

参考図面 

〇キュービクル姿図 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

参考図面 

〇受変電設備単線結線図 

   ：更新箇所 

 
  



 

 

別紙 1 

    

令和   年   月   日 

 

日本年金機構 理事長代理人 

 会計・資産管理部長 加藤 卓 殿 

 

 

 

 

住     所 

法人名又は商号 

氏     名                印  

      
 

 

 

      

工 事 完 了 報 告 書 
 

 

 

 

 

下記工事は、令和  年  月  日をもって完了したので報告いたします。 

 

 

記 

 

 

工事名称：コンデンサ PCB 含有調査及び更新工事（足立年金事務所）【南関東】 一式  

 

 

以上 

  



 

 

（記載例）                                   

別紙 １  

 

令和   年   月   日 

  

 

 

日本年金機構 理事長代理人 

 会計・資産管理部長 加藤 卓 殿 

 

                       

  

 

 

 

 

住     所 

法人名又は商号 

氏     名                印  

      
 

 

 

      

 

工 事 完 了 報 告 書 
 

 

 

 

 

下記工事は、令和  年  月  日をもって完了したので報告いたします。 

 

 

 

記 

 
 

 

作業名称：○○工事（○○年金事務所）【○○】一式 

 

 

以上 

 

右上の書類作成日の日付は工事完了報告書の工事完了日と一致

させるようお願いいたします。 

また、請求書は工事完了報告書作成日以降に発行してください。 




